
気候変動適応法と
適応策の推進について
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資料４

気候変動の状況気候変動の状況気候変動の状況気候変動の状況
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2016年の世界と日本の年平均気温は、1898年以降で一番高い値になった。

世界 100年あたり 0.730.730.730.73℃

日本 100年あたり 1.191.191.191.19℃ の割合で上昇上昇上昇上昇

山形県では…

山形 100年あたり 1.21.21.21.2℃ （統計期間1890年～2015年）

新庄 50年あたり 0.90.90.90.9℃ （統計期間1958年～2015年）

酒田 50年あたり 1.21.21.21.2℃ （統計期間1937年～2015年） の割合で上昇上昇上昇上昇

将来（2100年）、20世紀末より

1.1～4.4℃上昇すると予測されている。

■■■■ 年平均気温年平均気温年平均気温年平均気温のののの経年変化経年変化経年変化経年変化
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気候変動の影響（１）気候変動の影響（１）気候変動の影響（１）気候変動の影響（１）

環境省資料より

■■■■ 我我我我がががが国国国国ににににおいておいておいておいて既既既既にににに起起起起こりつつあるこりつつあるこりつつあるこりつつある気候変動気候変動気候変動気候変動のののの影響影響影響影響
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気候変動気候変動気候変動気候変動の影響（２）の影響（２）の影響（２）の影響（２）

■■■■ 気候変動気候変動気候変動気候変動影響影響影響影響評価結果評価結果評価結果評価結果のののの概要概要概要概要
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■■■■適応適応適応適応とは・・・とは・・・とは・・・とは・・・

全国的に気候変動の影響は顕在化しており、今後さらに深刻化するおそれがある。これまで進めてきた気候

変動の原因となる温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」の取組みに加え、既に生じている、あるいは将来予

測される気候変動の影響による被害の回避・軽減する「適応」の推進が重要となっている。
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気候変動適応法（１）気候変動適応法（１）気候変動適応法（１）気候変動適応法（１）
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気候変動適応法（２）気候変動適応法（２）気候変動適応法（２）気候変動適応法（２）

環境省資料より
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気候変動適応計画（案）（気候変動適応計画（案）（気候変動適応計画（案）（気候変動適応計画（案）（H30.9月月月月））））※※※※ 気候変動の影響への適応計画（気候変動の影響への適応計画（気候変動の影響への適応計画（気候変動の影響への適応計画（H27.11月）月）月）月）

目次目次目次目次

はじめにはじめにはじめにはじめに （（（（国際的動向国際的動向国際的動向国際的動向、、、、政府の取組み含む政府の取組み含む政府の取組み含む政府の取組み含む））））

第１章第１章第１章第１章気候変動適応に関する施策の基本的方向気候変動適応に関する施策の基本的方向気候変動適応に関する施策の基本的方向気候変動適応に関する施策の基本的方向

第１節第１節第１節第１節目標目標目標目標

第２節第２節第２節第２節計画期間計画期間計画期間計画期間

第３節第３節第３節第３節関係者の基本的役割関係者の基本的役割関係者の基本的役割関係者の基本的役割

第４節第４節第４節第４節基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略

第５節第５節第５節第５節進捗管理等進捗管理等進捗管理等進捗管理等

第２章第２章第２章第２章気候変動適応に関する分野別施策気候変動適応に関する分野別施策気候変動適応に関する分野別施策気候変動適応に関する分野別施策

第１節第１節第１節第１節農業農業農業農業、、、、森林森林森林森林・・・・林業林業林業林業、、、、水産業水産業水産業水産業

第２節第２節第２節第２節水環境水環境水環境水環境・・・・水資源水資源水資源水資源

第３節第３節第３節第３節自然生態系自然生態系自然生態系自然生態系

第４節第４節第４節第４節自然災害自然災害自然災害自然災害・・・・沿岸域沿岸域沿岸域沿岸域

第５節第５節第５節第５節健康健康健康健康

第６節第６節第６節第６節産業産業産業産業・・・・経済活動経済活動経済活動経済活動

第７節第７節第７節第７節国民生活国民生活国民生活国民生活・・・・都市生活都市生活都市生活都市生活

第３章第３章第３章第３章気候変動適応に関する基盤的施策気候変動適応に関する基盤的施策気候変動適応に関する基盤的施策気候変動適応に関する基盤的施策

第１節第１節第１節第１節気候変動等に関する科学的知見の充実及びその活用に関する気候変動等に関する科学的知見の充実及びその活用に関する気候変動等に関する科学的知見の充実及びその活用に関する気候変動等に関する科学的知見の充実及びその活用に関する基基基基

盤的盤的盤的盤的施策施策施策施策

第２節第２節第２節第２節気候変動等に関する情報の収集気候変動等に関する情報の収集気候変動等に関する情報の収集気候変動等に関する情報の収集､､､､整理整理整理整理､､､､分析及び提供を行う分析及び提供を行う分析及び提供を行う分析及び提供を行う体制体制体制体制

のののの確保に関する基盤的施策確保に関する基盤的施策確保に関する基盤的施策確保に関する基盤的施策

第３節第３節第３節第３節地方公共団体の気候変動適応に関する施策の促進に関する地方公共団体の気候変動適応に関する施策の促進に関する地方公共団体の気候変動適応に関する施策の促進に関する地方公共団体の気候変動適応に関する施策の促進に関する基基基基

盤的盤的盤的盤的施策施策施策施策

第４節第４節第４節第４節事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業活動活動活動活動

のののの促進に関する基盤的施策促進に関する基盤的施策促進に関する基盤的施策促進に関する基盤的施策

第５節第５節第５節第５節気候変動等に関する国際連携の確保及び国際協力の推進に気候変動等に関する国際連携の確保及び国際協力の推進に気候変動等に関する国際連携の確保及び国際協力の推進に気候変動等に関する国際連携の確保及び国際協力の推進に関関関関

するするするする基盤的施策基盤的施策基盤的施策基盤的施策

目次

はじめに

第１部計画の基本的考え方

第１章背景及び課題 （国際的動向、政府の取組み含む）

第２章基本的な方針

第１節目指すべき社会の姿

第２節計画の対象期間

第３節基本戦略

第３章基本的な進め方

第２部分野別施策の基本的方向

第１章農業、森林・林業、水産業

第２章水環境・水資源

第３章自然生態系

第４章自然災害・沿岸域

第５章健康

第６章産業・経済活動

第７章国民生活・都市生活

第３部基盤的・国際的施策

第１章観測・監視、調査・研究等に関する基盤的施策

第２章気候リスク情報等の共有と提供に関する基盤的施策

第３章地域での適応の推進に関する基盤的施策

第４章国際的施策

気候変動適応法に係る気候変動適応計画（案）（H30.9月）と気候変動の影響への適応計画（H27.11月）の比較

※パブリックコメント版
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適応適応適応適応策の推進（１）策の推進（１）策の推進（１）策の推進（１）

■■■■ 気候変動気候変動気候変動気候変動のののの影響影響影響影響とととと適応適応適応適応のののの基本的基本的基本的基本的なななな施策施策施策施策（（（（例例例例））））

環境省資料より
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適応適応適応適応策の推進（２）策の推進（２）策の推進（２）策の推進（２）

環境省パンフレット「STOP THE 温暖化 2015」において、適応策の先行的な

取組みとして県農林水産部の取組みが紹介されました。

■■■■ 本県本県本県本県のののの取組取組取組取組みみみみ例例例例■■■■ 適応策適応策適応策適応策のののの具体例具体例具体例具体例
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本県本県本県本県のののの対応対応対応対応（（（（１１１１））））

法施行後

情報提供、

技術的助言等

山形県地球温暖化対策実行計画山形県地球温暖化対策実行計画山形県地球温暖化対策実行計画山形県地球温暖化対策実行計画【【【【中間見直中間見直中間見直中間見直しししし版版版版】】】】（（（（H29.3H29.3H29.3H29.3策定策定策定策定））））

～～～～見直見直見直見直しのしのしのしの概要概要概要概要～～～～

山形県地球温暖化対策実行計画

（H24.3策定）

■■■■ 本本本本県県県県のののの対応対応対応対応

１１１１ 温室温室温室温室効果効果効果効果ガスガスガスガス削減削減削減削減目標目標目標目標 《再設定》

2030年度に2013年度比で26％削減（中期目標）

2020年度に2013年度比で19％削減（短期目標）

2050年度に2013年度比で80％削減（長期目標）

２２２２ 施策施策施策施策のののの展開展開展開展開 《現状と課題を踏まえた施策を検討》

主な取組内容

■ 地球温暖化を防止する低炭素社会の構築～省エネルギーの推進～

・環境に配慮した行動の提唱・推進

・先進的な地域システムの構築

■ 再生可能エネルギー等の導入による地域の活性化

・再生可能エネルギーの積極的な利活用

・低炭素社会を支える環境関連産業の創出・育成

・環境活動に対する内外からの活力の引き込み

３３３３ 気候変動気候変動気候変動気候変動によるによるによるによる影響影響影響影響へのへのへのへの適応適応適応適応 《新新新新たたたたにににに追加追加追加追加》》》》

気候変動の影響による

適応計画（H27）

各部局の対策等

・現在の状況

・今後予測される影響

・適応策

地域の

気候変動

将来予測
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本県本県本県本県のののの対応対応対応対応（（（（２２２２））））

～山形県地球温暖化対策実行計画 中間見直し版（概要）より～■■■■ 本本本本県県県県のののの適応策適応策適応策適応策

（（（（１１１１））））農林農林農林農林水産水産水産水産分野分野分野分野

○ 本県では、農林水産部で「地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン」※を策定し、

農作物の高温耐性品種の開発（適応策）や、かんきつ類など暖地型作物の導入（活用策）、

省エネ栽培技術の開発や省化学肥料・省農薬技術の導入等の温室効果ガス抑制技術の開発

（防止策）を進めています。

○ 引き続き、本県が取り組むべき重点研究領域を設定して研究開発に取り組みます。

※平成22年３月策定（平成27年６月改訂）

ホームページ：http://www.pref.yamagata.jp/ou/norinsuisan/140003/new_vision.html

（（（（２２２２））））水水水水環境環境環境環境・・・・水資源分野水資源分野水資源分野水資源分野

○ 本県では、現時点では、地球温暖化に伴う気候変動の影響による湖沼・ダム湖、河川等の水温上昇や水質変化、渇水の頻

発化・深刻化等の影響は確認されていませんが、引き続き、今後の状況を注視していきます。

（（（（３３３３））））自然自然自然自然生態系分野生態系分野生態系分野生態系分野

○ 病害虫の北上・高標高化による森林被害の拡大が懸念され、イノシシやニホンジカ等の生息域の拡大などが確認されてい

ることから、引き続き、森林被害の調査や野生動物の生息状況調査、森林生態系のモニタリング等、調査・研究を行い影響

の把握に努めます。

（（（（４４４４））））自然自然自然自然災害災害災害災害・・・・沿岸域分野沿岸域分野沿岸域分野沿岸域分野

○ 県が管理する河川について、浸水想定区域図を順次作成し公表していくとともに、市町村が策定するハザードマップの見

直しを促進します。

（（（（５５５５））））健康健康健康健康分野分野分野分野

○ 熱中症に対する注意喚起や予防・対処法についての普及啓発を図ります。

○ 蚊（ヒトスジシマカ）が媒介するデング熱やジカウイルス感染症等に関する情報収集に努め、注意喚起を

行うなど、まん延の防止を図ります。

（（（（６６６６））））産業産業産業産業・・・・経済活動分野経済活動分野経済活動分野経済活動分野

○ 気候変動も含めた県内企業の生産活動やニーズの変化に対応するとともに、気候変動に左右されず多くの観光客に来県し

ていただけるよう、観光誘客を推進します。

（（（（７７７７））））国民国民国民国民生活生活生活生活・・・・都市生活分野都市生活分野都市生活分野都市生活分野

○ 大雨、大雪、強風による交通インフラへの影響が拡大しないよう、鉄道事業者への安全・安定運送への取組みの要請や、

道路交通網の整備・施設の強靭化に係る政府への要請等を検討していきます。

甘がき

すだち

ヒトスジシマカ

（国立感染症研究所）
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本県本県本県本県のののの対応対応対応対応（（（（３３３３））））

政府等の対応 山形県の対応

平成27年 11月 「気候変動の影響への適応計画」策定

平成28年 ５月 「地球温暖化対策計画」策定

平成29年 ３月 「山形県地球温暖化対策実行計画」中間見直し

（政府の「気候変動の影響への適応計画」を踏まえて、

第８章として気候変動適応に係る施策を新たに追加）

平成30年 ６月 「気候変動適応法」公布

９月 「気候変動適応計画」のパブリックコメント

（9/19～10/18）

11月～12月 「気候変動適応計画」策定見通し

12月 「気候変動適応法」施行

【環境省】気候変動適応計画に係る策定マニュアルの

提示（予定）

平成32年度 「山形県地球温暖化対策実行計画」改訂

■■■■ 気候変動適応計画等気候変動適応計画等気候変動適応計画等気候変動適応計画等のののの経過等経過等経過等経過等

■■■■ 気候変動適応法気候変動適応法気候変動適応法気候変動適応法：：：：平成平成平成平成30303030年年年年12121212月月月月1111日施行日施行日施行日施行

○地域気候変動適応計画（第12条）

県は、その区域における自然的経済的社会的状況に応じた気候変動適応に関する施策の推進を図るため、

気候変動適応計画を勘案し、地域気候変動適応計画を策定するよう努めるものとする。

■■■■ 今後今後今後今後のののの対応方向対応方向対応方向対応方向

平成32年度の「山形県地球温暖化対策実行計画」の改訂時に、現在策定中の環境省の気候変動適応計画に

係る策定マニュアルを踏まえ、気候変動適応法に基づく「地域気候変動適応計画」を策定する。


